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論 文

カレッキとロックフェラー財団記録

冗 木 久

要 旨

本稿では RockefellerArchive Centerに現存する M.Kaleckiに関する未公表のすべて

の記録を末尾に付録として収録する。この記録に基づいて既存のカレッキ研究の中にあ

る誤った事実認識を修正すること、さらに、カレッキ全集 I)およびその他の資料をも利

用して、カレッキがロックフェラー財団の fellowshipによりポーランド出て、オックス

フォード大学統計研究所で一時的な職を得るまでの経緯を示すことによって彼の研究継

続がロックフェラー財団やケンプリッジ大学の研究者から得た多大の援助に基づくこと、

その間の研究成果がカレッキひとりの独創的アイデイアよって形成されたのではなく、

特にワルシャワの景気循環• 物価問題研究所の同僚であるランダウとの共同研究、プレ

イトの研究成果、 L.S. E. でのラーナーの研究成果などを自らの体系形成の中に取り込む

ことによって形成されたことを明らかにする。

キーワード：ロックフェラー財団；ケインズ；ラーナー：ランダウ；プレイト；独占度；危険逓増

経済学文献季報分類番号： 02-20 : 02-25 : 03-10 : 03-48 

1. はじめに

カレッキ [1899生]2)は最後の書物 Kalecki(1971)が出版される前年の 1970年 4月17

日に死去した。ケインズ [1883生］の「扉用、利子および貨幣の一般理論jに対するポー

ランド語書評論文 Kalecki(1936)の脚注:i)を除けば、同書の序文で「『一般理論jの本質

的な部分を含んでいる一と私自身が信じているー3篇の論文が含まれている」と書き、これ

が『一般理論」の独立の先行的発見者であると自己主張した最初で最後の短い一文であっ

1) Collected Works of Michal Kalecki Vol. I -Vol. VlI (以下、 CWMKと略記し、ローマ数字は巻を表す）。

2)カレッキがロックフェラー財団のfellowshipを得て在外研究に出るとき、すでに36歳という年齢であっ

たことを考慮し、以下では、カレッキの研究生活上、強い関係をもった人物名（初出）の直後の［ ］ 

内に誕生年を付記した。ロックフェラー財団のfellowshipを奨学金と訳さず、そのまま表記する理由

については次節で説明する。

3) CWMK I p.228。
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た。ケインズとの対比によりカレッキを先行的独立の発見者だとして、世界の経済学者に注

目を集める形で高く評価したのは Klein(1964, 1966)であった 4)。その後、 Feiwel(1975)、

Patinkin (1982)、Sawyer(1985) など、カレッキに関する多面的な研究•議論が展開された。

カレッキの経済学説史上の位置づけに関する議論が一層深まるためはポーランド語で書

かれた著述をも検討対象としなければならない。それが可能となるためには習得が容易で

ないと言われるポーランド語で書かれた彼の論稿5)が英語版に翻訳される必要があった。

CWMKが1990年から 1997年にかけてオシアティンスキーの編集により全7巻で英語版と

して出版された。 CWMKIのIntroductionで明記されているように、この著作集の各巻は

カレッキの最終確定基本論稿6)を主題別に分類した後、それぞれ年代順に編成され、カレ

ツキ自身の問題設定、論証、含意が明確になるように編集されている。したがって、カレッ

キの論文の背景、人物像、研究環境、書簡などの資料およびカレッキ自身による理論的拡張

論稿は彼の「理論的思考の展開」”に関係する限りにおいて各巻末に大部の「編者注および

付録」として収められている。

CWMKは、英語版への編者序 (1987年12月付）で述べられているように、ポーランド

語原書の単純な英訳ではなく、ポーランド語版発行後に発見されたり、新たに利用可能になっ

たりした論稿・資料を追加して再編集したものなので、カレッキ研究の最重要密料と言える。

ただし、若干の注釈が必要であろう。英語で公表された論稿以外、すべてポーランド語から

の翻訳である。戦後ポーランド経済の復興と社会主義経済建設に関する第3巻と第4巻は

その特殊性からかBohdanJungにより英訳されているが、他の巻はすてて ChesterAdam 

Kisielによる英訳である。この英訳がどの程度精度の高いものか、筆者に判断できる能力は

ないが、本稿ではそれに依拠して議論を展開する以外に方法がないことを付記しておこう 8)0

4)「一般理論」の先行的発見者に関する議論は元木 (1989)参照。

5) CWMKには論文だけでなく、行物、冊子として公刊されたものが含まれていることを考慮して、本稿

ではこの用語を用いることにする。

6)編者がこうした表現を繰り返し使用しているのは、最初の公表論稿を他の¥'f物等に採録される機会が

あるごとにカレッキが修正・改訂するという彼の完全主義的・潔癖主義的性格を考慮したことを表す

と思われる。

7) CWMK Ill p.xv。本文に採録されているのは編者が認定する基本論稿である。

8)英訳の精度に関係する 1例として、ロックフェラー財団記録にその名が現れるシュウォプがHawtrey

(1936)によってなされた批判に対し、フランス語から英訳されたため、「ある種のニュアンスが失われ、

時に、自分のフランス語の文序の正確な意味すら変化している」 (Schwab(1936). p.72)と釈明ないし

苦言を呈しているように、翻訳利用の難しさが存在することは確かである。
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2. ロックフェラー財団記録の利用

カレッキがロックフェラー財団から fellowshipを得てストックホルムやイギリスにわたっ

て研究活動を行ったことはよく知られた事実で、そのことは多くの研究者によって言及され

ている。しかし、 RockefellerArchive Centerが保有する原資料から直接引用したのは、華

者の知る限り、 Patinkin(1982)だけである。パティンキンは、カレッキがケインズと同じ

失業均衡の成立を論証したのではなく、投資（景気）循環の存在を明らかにしたのであって、

『一般理論」の先行的発見者と位置付けることができなしヽと主張する 9)。この主張の裏付け

として利用したのが、本稿の付録夜料1から明らかなように、ロックフェラー財団のカード

記録の一部であるが、パティンキンにとってはそれで充分であった。というのは、カレッキ

とその周辺の研究者の意識が投資循環にあったと示すことが目的であったからである。

Kowalik (1966)が「カレッキ記念論集」の中で初めて数行とはいえ、ロックフェラー財

団から 1年間のfellowshipを得て、スウェーデン、ロンドンに赴いたことを記述した。その

後、カレッキの理論展開に関心を集中させている Feiwel0975)がロックフェラー財団に

触れているのは同書のp.24の数行にすぎない。 Sawyer(1985) もカレッキ的マクロ経済学

の今後の展開を明確にするために、カレッキ理論と関係の深いケインズやマルクスと対比し

た理論上の異同に焦点を合わせているので、ロックフェラー財団に言及しているのは同書の

p.5の数行であり、それはPatinkin0982)に基づいている。

ロックフェラー財団にあるカレッキ記録は CWMKに収録されていない。それは編者オシ

アティンスキーの収録・編集の基本原則に則れば、ある意味で当然であり、必要な限りにお

いてその記録に言及すればよいのであって、すべてを収録する理由がない。しかしながら、

利用されているのは財団が保有するカレッキに関する記録の初めの部分で、それを収録して

いる Patinkin(1982)のページを示しているだけである lffi。以下で示す事実をも合わせて

考慮すると、オシアティンスキーがCWMKのNotesand Annexesで示している記述は第 1

次資料であるロックフェラー財団記録に基づいていないと判断できる。そこで、編者の記述

が財団記録と異なっていたり、煎要な事実の記載漏れがあったりする点を、筆者が確認でき

たかぎりにおいて、以下に示し、カレッキ研究者の参考に供したい。

(1) Rockefeller scholarshipと記載されている (CWMKI p.425、同vnp.589)が、正確

にはRockefellerfellowshipである。 fellowshipはすでにpermanentposition (専任職）

9)バティンキンのこの主張はその後も変更されていない。 Patinkin(1989)参照。

10) CWMK I p.498。
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をもつ研究者や研究組織に対してロックフェラー財団が支給した研究支援給付金と理解

すべきものであって II)、単なる奨学金ではない。

(2) 1936年末に決定された Rockefellerfellowshipの延長は 12カ月となっており (CWMK

I p.506)、また、「8ヶ月間の延長」 (CWMKVil p.590) と記述しているが、両者の間

に整合性を欠くだけでなく、誤った記載で、正しくは 5ヶ月間であった。認可日時は

1936年12月18日である。この時点でロックフェラー財団パリ事務所はカレッキが景

気循環•物価問題研究所 (ISBCP) を辞職する旨の声明を発表していたという情報を得

ていなかった。

(3) 1936年 7月 14日から約 1ヵ月間、パリに滞在し、Instltutdes Recherches 

Economiques et Sociales (経済社会研究所）の P.シュウォプの仲介により 1936年6

月に成立したばかりのプルム人民戦線内閣の計画グループ、首相の側近Rカピタン

教授、政府経済諮問院のRマルジョランと議論の機会を得た。この記述がCWMKI 

pp.563-566でもVIIp.590でも欠落しているが、 1年後にカレッキがパリ滞在で行う仕事

の前段階として重要である。この事実を把握していないため、下記の (7)で示す誤り

が発生する。

(4) 1936年8月後半に、ロックフェラー財団パリ事務所とシュウォプの助力を得てジュネー

プの国際連盟、国際労働機関 (ILO)を訪問していることに関して CWMKに記載がない。

これもカレッキが第2次大戦後、オックスフォード大学統計研究所を離れて ILO、国際

連合で仕事をすることになることと繋がっている可能性がある。

(5) 1937年7月2日に fellowshipが 6カ月間延長されたが、これに関する記載は欠落し

ている。これは (2)で示したように、 12か月の延長と記載したことと財団記録を直接

照合していないことの結果であろう。

(6)「5月に数週間オスロヘ」 ((CWMKVil p.590) となっているが、正確には、 5月初め

から 7月初めまでの2ヶ月間である。

(7) 1937年のパリ滞在期間はプルム内閣総辞職直後の 7月初めから 9月初めまでの

2ヶ月間 (CWMKI p.506、同VIIp.590)で、「今回の訪問でF.Perroux, J. Reuff, R. 

Marjolin…とコンタクトを確立する」 (CWMK珊 p.590)となっているが、上記のように、

1年前にカレッキがパリを訪れた際にコンタクトの準備は終了しており、今回の訪問で

カレッキは主としてデータの収集と聞き取りを行ったと考えられる。というのも、プル

11)たとえば、 0.ランゲも Rockefellerfellowshipを得たし、オックスフォード大学統，JI・研究所や日本では

一橋大学経済研究所の「長期経済統社」作成プロジェクトに対してロックフェラー財 I・月は長期の狩金

援助を行っている。
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ムの実験結果を統計的に検証すること、すなわち、貨幣賃金の引き上げが物価の上昇を

導き、産出高に影聾しないというケインズ理論を検証するに必要な資料を入手するため

であった。この努力の結果は Kalecki(1938) となって現れるが、これに対する批判が

Marjolin (1938)によって展開された。

(8) Rockefeller fellowshipが1938年 1月5日で終了するが、カレッキがポーランド国

外で適当な専任職を見つけなければならない切羽詰まった状況が財団記録に記載され

ているが、 CWMKには欠落している。なお、この時点でパリ事務所はカレッキから

fellowship終了後、ケンプリッジ大学から半年間 grant(研究資金援助）を得ることになっ

たことを知るとともにカレッキの職探しに協力する姿勢が示されている。

以上の諸点からすれば、特に CWMKの第 1巻と第7巻に記載される編者注釈とカレッキ

の経歴記録はロックフェラー財団に保管されるカレッキ記録と照合して作成されたものでな

いと判断でき、上記のように修正される必要がある。

3. カレッキの渡英とロンドン滞在

オシアティンスキーは CWMKIの編者注釈でカレッキがロックフェラー財団の

fellowshipを得る過程を詳しく紹介している。それによれば、ライデンでの学会報告を終え

て帰国した 1933 年末に、景気循環•物価問題研究所 (ISBCP) 所長の E. リピンスキー [1888

生］の勧め 12)でfellowshipに応募したカレッキについて、同財団は R.フリッシュ [1895生］

に彼の評価を求めている。フリッシュは、ライデンの学会で出会っただけであるが、独自の

思考能力を持つ、きわめて切れる人物だとの印象を持っており、学会で最も注目を集め、議

論を呼んだ論文を報告しているので、 fellowship受給者として適格だという手紙 (1934年3

月23日付）を送っている 13)。後掲する付録・資料lによると、カレッキに対する給付決定

日が1935年12月27日、支給期間が1936年 1月1日から 1年間、月額200ドル、第 1回支

給が1936年2月6日となっている。最初の支給日から 4月11日まで2カ月余り、カレッキ

はスウェーデンに滞在し、 G.ミュルダール [1898生］、 B.オリーン [1899生］、 E.リンダー

12) CWMK I . p.497。

13) CWMK I , p.497。この害簡に関し、].C. Andvig (2009年現在、 NorskUtenrikspolitsk Instituttの

Senior Researcher)とフリッシュ夫人に謝辞を表明している。後掲するように、ロックフェラー財団

からの問い合わせに関する瞥簡は同財団の現存する記録文歯の中に存在しない。なお、ライデンでの

計祉経済学会でフリッシュとカレッキはともに報告し、議論を交わしていることについては元木 (1989)

pp.203-207参照。ロックフェラー財団のパリ事務所がEconometricaの初代編集長になった著名なフリッ

シュに意見を求めるのは自然である。
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ル [1891生］、 T.C.クープマンス [1910生]14)などと議論を重ねている。

カレッキが自分の景気循環論と再生産論を統合した書物を書こうと考えてスウェーデンを

訪れており、「英語に堪能でなかったことから渡英を2-3カ月遅らせたい」 15)と考えてい

たようである。ところが、カレッキは、 1936年4月初めにオスロにフリッシュを訪ねる予

定であったにもかかわらず、計画を変更して、 4月にイギリスに渡り、夏か秋にフリッシュ

の都合のよいときに訪れて教示を受けたいと 3月13日付の手紙で伝えている 16)。この手紙

が発送される以前にカレッキはISBCPのロンドン留学中の同僚から送付された『一般理論J

を読み、それが渡英を急がせたのではないかと思われる 17)。

カレッキが「一般理論」を読んで、直ちに理解したときの様子を G.L.S.シャックル [1903

生］やJ.ロビンソン [1903生］が伝えている 18)が、これは誇張であろう。カレッキが英語

を学ぴ始めたのは fellowshipに決まってからだとするオシアティンスキーの記述 19)は事実

に忠実な表現でないとしても、上記フリッシュヘの手紙にもカレッキ自身が「英語で長い

手紙を書くのがいささか難しいので、ドイツ語で書く」と述べているし、シャックルの「不

等価交換」の紹介もある 20)。しかし、彼の英語能力がそれほど低かったとは考えられない。

その根拠として次の諸点が挙げられる。 Kalecki(1935)は6月に出版され、数学的表現が

多いとはいえ 18ページの英文論文を発表していること、また、短いとは言え、 2月に出版

されたばかりの Frisch(1936)を読んでコメントを送っていること 21)、1936年10月頃にJ.ロ

ピンソンとの議論・彼女宛ての比較的長い手紙を送付していること 22)、1937年2月発行の

Review of Economic Studiesに論文を発表していること、などである 23)。イギリス知識人の

14) どういう訳か、 Patinkin0982) p.93でも CWMKI p.498でもクープマンスの名前が欠落している。

またオシアティンスキーが、CWMKI p.501で示しているロックフェラー財団記録も Patinkin(1982)、

p.93から引用したと思われ、本稿第2節の主張は支持されるであろう。

15) CWMK I p.498。
16) CWMK I pp.498-499。

17)オシアティンスキーはカレッキが「一般理論Jを読んだ後、渡英したという事実を述べている (CWMK
I p.500およぴCWMKVIl p.589-590)が、渡英を急いだ理由には言及していない。

18)これに関する説明は、元木 (1989)、pp.195-200参照。

19) CWMK I p.425。

20)この他、 "MrKeynes's Predictions・(1932. CWMK I pp.45-47)におけるケインズからの引用に関し

て、編者はケインズの原典と完全に一致するものがなく、大陸の新聞報道に拠ったものだろうとする

(CWMK I p.431)。これもカレッキが英語に堪能でなかったことを示唆する。

21) CWMK I pp.498-500。

22) CWMK I pp.501-505。

23)カレッキがL.S. E. のロピンズ・ゼミナーに参加した当初、 Kaldor(1989)は彼が「完全に理解不可能

な英語を喋っていた」 (pp.3-4)と述ぺているだけでなく、「1936年から 1940年の間に彼は本当に英語

の勉強をした」 (p.9)と述懐している。
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極みを見せつけ、カレッキとは全く異なる学問背景を意識して執筆された384ページの害物

をストックホルム滞在中のわずか l力月程度でカレッキが隅々まで理解したと想定し難い。

しかしながら、「ドイツ語では、私は自分の既に知っていることについて理解をはっきりさ

せることができるにすぎないーしたがって、新しい考え方は、言艇の困難によって私から隠

されがちである」w というケインズの言業が正しいとすれば、ケインズ理論を「既に知って

いる」カレッキが、英語能力に若干の問題があったとしても、細部や背娯を別にすれば、こ

の時点で「一般理論」の「重要性、メッセージ、および新しい方法を完全に理解した」 251 と

推測することができる。『一般理論jの出現を知ったカレッキはその評価を確認、する 26) と同

時にその発展・拡張にtfする必要性を強く感じて、渡英を忽いだと理解してよいであろう。

財団に提出した計画11::'こは、「特に、ウィクセルの1t幣理論の観、点による屈気循現理論。

…彼の研究;t・博iの大部分はスカンジナビア諸国（ストックホルムのG.ミュルダール教授お

よぴオスロの R フリッシュ教授とともに）および].M. ケインズ教授の指祁のもとにイギ

リス（ケンプリッジ）で行われる」と記載されている。しかし、「1936年 11月16日までの

受給者報告」（付録rt料 l、カード2-2 (続き）参照）によると、 4JJ 13 Elにイギリスに到
箔したカレッキはロンドンに留まり、 L.ハイエク [1899生］と L.ロビンズ [1898生］が

主催するセミナーに参加してケインズ理論を研究する環境の中で L.S. E. のA.P. ラーナー

[1903牛］とコンタクトを持つことになる。結果として、彼は、パリやジュネープの短期訪

問を除くと、 1937年4月半ばまで主にロンドンに滞在して、研究活動に.!JJ念することになる。

カレッキが計画，•::にi1l:いたケンプリッジではなく、ロンドンに留まることになった理由の

1つは、 CWMKの紺者注釈から推測できるように、 P.N. ローゼンスタイン・ローダン [1902

生］が 1935年末、カレッキにロンドンヘ来るよう促したことである 27。ローゼンスタイン・

ローダンはクラクフ出身のポーランド人であり、ウィーンで学んだ後、 1930年にイギリス

に移住し、 UniversityCollege Londonで（後に、 L.S. E. で）職を得ており、既にカレッキ

の論文を読んだ卜.での誘いであった 281。第 2の理由は当時の L.S. E. の学間珠境お）と大陸

24) Keynes 0930). p.178 ()'l,;J~. p.205)。CWMKI p.444も参照。
25) F. Targetti and Kinda-Hass. R. (1982). p.245。

26) 「一般雌，；命」の評価を論じるためにt要な研究者を訪jl!jしていることは付録1ft末I・1から確認できる。
27) CWMK I p.498参照。

28) Rosenstein-Rodan (1936)は8月に公「I」されたもので、イく確実性と期待を祁人することによってウィク

セルに内在する欠陥を比正して発展させることができることをぷす中で、「一般則論」との関係にも言

及し、 Hicks0936) をも参照していることから「一般坪，；食jに深いl関心を岱せていたことがわかる。

29) ラスキ（ロピンズの師）をめぐる L.S. E. の状況に関しては几木 0988)参照。
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から来た研究者を含む、カレッキより少し若い俊秀、].R. ヒックス [1904生J30)、R.G.D. ア

レン [1906生］、 N.カルドア [1908生］、ラーナー、 G.L. S. シャックル [1903生］などケ

インズ理論に関して深い厳論ができる専門家がひしめいていたこと 31)、第3に、カレッキ

がケインズを指導的プルジョワ経済学者と位置付けていたこと 32)、第4に、ときどきワルシャ

ワに戻らなければならないこと 33)などから、ロンドンがケンプリッジよりもカレッキにとっ

て魅力的で好都合であったと考えられる。

上述の財団記録はカレッキとの面談に基づいて作成されたものであり、気鋭が集まる L.S.

E. の中でラーナーの名前が特記されているのはカレッキが面談の中で彼を強調したからで

あろう。その理由を推測することは意味なしとしないであろう。当時L.S. E. の講師であっ

たラーナーは 1934年から翌年にかけての半年間、ケンプリッジに滞在し、ケインズおよぴケン

プリッジ・サーカスとの交流を通じてケインズ革命の牽引者の 1人となる。 Lerner(1936) :.tl 

は当時の正統派経済学者が理解可能な用語法を用いて「一般理論」の骨子を簡明に解説する

とともに、正統派経済学の命題と対比し、たとえば、個々人の貯蓄率の引き上げが社会全体

の貯蓄の増加につながらないこと、同様に、賃金切り下げが雁用増加につながらないことを

ケインズに従って明確な論理で説明している。ラーナー自身が強調しているように、この論

文自体は解説に主II艮があり、ケインズ革命に関してすでに公刊されていた Hicks(1936)に

比べると、カレッキに強いインパクトを与えるほどのものではないとはいえ、伝統的経済学

に習熟したラーナーは、その教育を受けていないカレッキにとってケインズ理論の革新性を

30)カレッキが報告した 1933年の社屈経済学会に参加したヒックスは大陸、特にスウェーデン学派の謡論

に強いl周心と理解を持っており、「一般理論」に対する最も早い曹評論文Hicks(1936)は伝統的経済

学に対する革命性と連続性、問題点を正確に指摘するとともに、スウェーデン学派との共通性にも触

れている。

31)ハロッドがロバートソンとのやりとりの手紙 (1935年10月3El付）の中でKalecki(1935)に言及

し、自分がやりたいと思っていた内容を含むと述ぺているが、これは Harrod(1936)を念頭に骰いて

の表現だと思われる。さらに、ハロッドから届いた手紙にカレッキは短い返事を送っている (Daniele

Besomi (2003). Vol.I. pp.440-442およぴp449参照）。ハロッドからカレッキ宛の手紙の内容は不明で

あるが、カレッキがイギリスにおける自らの理論に対する認知度についてある程度の確信を持ってい

たと思われる。

32) Kalecki (1932) [CWMK I pp.45-47]。

33)付録究科l参照。

34)この論文の初めで、この収稿はケインズが読み、承認を得たことを明記している。ラーナーはスウェー

デンの経済学者逹が別のルートからケインズの結論に達しようとしていたと紹介している。また、ハー

パラー (1900生］の貢献にも言及されているが、 Haberler(1936)が行っている「一般理論」に対す

る度外れた批判からすると、ハーバラーの貢献はケインズ革命に向かっていたと位骰づけることがで

きない。なお、カレッキがジュネープを訪れたとき、ハーパラーとケインズ理論に関して議論したこ

とがロックフェラー財l引記録に示されているが、原究科が廃棄されているので、その内容は不明である。
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鮮明にする上で格好の人物であった。このことは同時に「一般理論jの評価を知りたいカレ

ツキにとって魅力ある経済学者であることを含意する。

第2に、若手研究者の論文発表と大陸の研究論文紹介の場として 1933年に創刊された

Review of Economic Studiesの編梨者 (P.スウイージー [1910生］、 U.K. ウェップ [1896

生］（後のJ.R. ヒックス夫人）とともに）となったラーナーは伝統的経済学に基づいて独占

が資源配分の社会的非効率性をもたらすことを示すために精緻な独占度概念を構築して理

論展開した論文 35) をこの雑誌に掲載していた。カレッキはカルテルや独占に関する論稿を

ポーランドで発表していたが、彼の恨気循環理論の中に取り込めるほど十分に分析可能な概

念• 分析用具になっていなかった。投資が生産や雁用を先決するので、賃金の引き下げは投

賢の増加、したがって、生産の増加につながらない。このことは価格が賃金に比例して変化

するメカニズムの存在を意味し、ラーナーの独占度を利用すれば、それを論理的に説明でき

ることをカレッキはいち早く見出したと思われる一それを証明する論文の完成は 1938年に

なってからであるが。完全競争であれば、価格が限界費用に等しくなるので、独占度がゼロ

となるが、あるプラスの独占度が存在することを説明するために案出したのが水平な費用曲

線であった 36)。資本主義経済はこの仮定を満たすとしたカレッキはその後の議論で完全競

争の仮定を拒否することになる :m。このようにして、資本主義経済が価格調整でなく、数

祉調整によって変動するメカニズムを基礎づける上でラーナーの独占度概念は極めて璽要で

あった。さらに、カレッキは独占度を所得分配決定の定式化の中に組み込み、賃金の引き下

げが独占度を高める結果、一定の投質に対しより高い貯蓄率、したがって、限界消牲性向の

低下につながることを示した 38)。この後、カレッキは独占度・所得分配に関する理論的実

35) Lerner (1934)。

36)これを定式化した最初の論文がKalecki(1938a) [CWMK I pp.235-252)であるが、需給によって価

格が変動する原材科などの存在を考慮して、後に修正される。

37) Kalecki (1938a)が修正の上採録された Kalecki0939) [CWMK I pp.234-318]に、独占が資本主義

システムの本生に深く根ざしたもので、完全競争の仮定は神話に過ぎないという有名な文章が現れる

(CWMK I p.252)。

38) Kalecki (1938a) [CWMK I pp.274-285)。この論稿の中で Kalecki0937)で得られた結論、すなわ

ち、所得税・法人税の変更により投質に影智を与えることなく独占度の変更が可能であると述べた上

で、 Robinson(1936)による Harrod(1936)の件評で用いた表現の一部を借用しながら、「このよう

に所得を再分配するためには、政府はそれを実行する意志と力祉をもたねばならず、そうしたことは

行本主義体制にあってはありそうもない」と結んでいる。カレッキは政策により資本主義が変革され

ると想定しておらず、したがって、政策効果に関する分析がカレッキの業組の中にほとんど存在しな

い。というのも、カレッキにとって望ましいと想定する経済システムが社会主義にあったからであろう。

このことがケインズと違い、カレッキの粁本主義分析に限界をもたらしていると指摘することができる。
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証的分析 (CWMKIIに収録）を繰り返し修正することになる 39)。以上の点から、ラーナー

がカレッキに与えた影押は極めて大きかったと言えよう。もっとも、カレッキが極めて素っ

気ない形で Lerner(1934) と脚注に記しただけであるが。

第3は社会主義に対する考え方である。ラーナーは独占度概念を展開したのと同じ論理に

基づいて、完全競争下の価格メカニズムなら達成可能なパレート効率的資源配分が社会主義

経済で達成できると想定し、L.ミーゼス [1881生］に対する 0.ランゲ[1904生］の主張に沿っ

た社会主義経済計算論争 40) に加わった。さらに、M ドップ [1900生］批判を展開する中で、

彼の母国であるロシアの現実の社会主義に関しては激烈とも言える表現で、価格メカニズム

に拠る人々の需要ではなく、価格メカニズムを否定した権力者・支配階級にとって望ましい

ものが民意としての需要とし、自らの生き方を選択する自由を剥奪する社会である 41) と弾

劾したラーナーは 1937年に米国に渡り、 2度と母国に婦ることはなかった。他方、カレッ

キは若い時から社会主義を志向し 42/、資本主義に対する社会主義の優越性は、完全堰用を

維持しながら価格メカニズムにより投資財生産から消費財生産にシフトすることができるこ

とにあると主張した -13)。もっとも、カレッキはラーナーのように、伝統的ミクロ経済学を

展開することによって社会的公正の観点から社会主義の優位性を説明することなく、マクロ

経済関係の成立から結呆として価格メカニズムが成立しているはずであると想定していた。

ただ、ランゲを含めた 3人は労働価値説を完全に無視して社会主義を論じている点で共通し

ていることに留意する必要がある。

以上で見たように、ケインズ理論に対する評価、独占度概念を自らの理論の中に組み込む

構想、社会主義に対する姿勢でラーナーと十分な共通部分が存在したと言えよう。カレッキ

は、社会観、アプローチ・分析手法に基本的な相違があったとはいえ、ラーナーと同様の

現実に対する問題認識を持っており、 L.S. E. 到滸後にラーナーから強いインパクトを受け、

これが財団記録にラーナーの名前が特に記載された理由と推測するできよう。もっとも、カ

レッキがラーナーを明示して参照したのは独占度の議論のときだけであり、紆余曲折を経て

39)カレッキのマクロ経済学のミクロ的甚礎として独占疫概念を彫琢する努力が-,-分に成功しなかったこ

とに関しては、 Kriesler(1987)、Chilosi(1989)参照。

40)ラーナーがLange(1936. 1937)に対し、 Lerner(1936a)で価格メカニズムを利川した経済計鉢の基

本原理の適用に関して内在的批判を行った。これに対し、 Lange(1937a)はラーナーの批判を全而的

に認めた。

41) Lerner (1934a)。

42) CWMK I pp.427-428参照。

43) Kalecki (1954) [CWMK IT pp.205-348]およぴCWMK¥II pp.259-263参照。カレッキが行った行本主

義経済と社会屯義経済の比較についてはBrus(1977)を援用して説明した山本 (2009)参照。
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カレッキが1955年に祖国に還り、ポーランド社会主義建設のために取り組んだ理論展開の

中にラーナーが現れることはなかった。

4. 屎気循環•物価問題研究所 (I SBCP)辞職

1936年11月18日にカレッキの同僚であったランダウ [1902生］とブレイト [1907生］

がISBCPを懲戒解雁された。それは ISBCPへ提出した彼らのレポートが世論を誤った方向

ヘ尊くものとして当時の副首相兼大蔵大臣Kwiatkowskiが解扉を要求したために生じた事件

であった。イギリスでこの事件を知ったカレッキは同年 11月末、この不当解扉に抗議の意思

を表明するため、ポーランドの紙誌に ISBCPを辞職する声明を発表した廿）。カレッキの辞

職声明の背景を透視するために、本節ではカレッキとこの2人との研究上の関係を考察する。

経済構造と娯気循環を結合した研究を目指す ISBCPは統計情報の収集・データの精緻

化・統計指標の作成に力を注いだ。リピンスキーのこの方針に従い、ランダウとカレッキは

CWMKに収録されている限りでも、 1931年から 1935年の5年間に 7本の論稿を共著で発

表している。とりわけ、 1931年の共著論稿 1:,1はカレッキ理論と呼ばれる Essay45> (Kalecki 

(1933) CWMK I pp.65-108) と密接に関連しているので、とくに注目すべきものである。

この論稿では後で示す国民所得の推計と異なり、投府が生産の側面から推計されている。断

片的に存在する個別産業や個別商品に関する拙計値を利用して生産能力増強投資（具体的に

は機械）と建築投質、総投11-t(いずれも実質）を四半期単位で計算し、投資の変化が産出高

や脈用などの経済活動を決定する主要要因であることを示そうとしたものである。政府や中

央銀行の影牌を認めているが、娯気循環を変更するほど璽大な役割を果たしていないとする

-17)。もとより、この論稿は投資に関する統計データを作成するとこに主眼があるので、自ら

作成した統計データからの推論に関して、理論的フレームワークが明示されているわけでな

い。しかし、ランダウとカレッキは「投府活動が屈気循環を生み出し、その強度を決定する。

他の経済活動変数は主として投賓献に依存する」 18)との想定に基づき、粗っぽい推計であっ

ても、現実の投府変動を示すために統計的基礎作業を行った。

44) CWMK I p.506およぴVIIp.590。

45) CWMK VI pp.358-380。

46)後に出てくる Essays(複数形）と楳なることに注慈されたい。

47) 1932年に発表された修正版 [CWMKVI pp.542-550]で明確に表明されており、この考えはその後の

カレッキに一1'tしている。したがって、ケインズと異なり、カレッキは利子率の安定性を実証的に説

明する以外、金融rli場の役割に強いl関心をポしていない（第 5節参照）。

48) CWMK VI p.357。
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この論稿に関する編者注釈には「これらの研究はISBCPでランダウ、ウィスニウスキー、

それにカレッキの主祁の下で行われた」 49!と書いている。リビンスキーによる序文もランダ

ウの名前が最初に記載されている。これらは統計の専門家としてのランダウの役割が大きかっ

たことを示す。また、 ISBCPの4巻本シリーズの第1巻となる研究害について、カレッキは

かなり後になって発表したランダウ追憶文 50)の中で、ランダウの単著である第2巻がなけれ

ば、国民所得の階級別分配を示すことができなかったであろうと述べ、統計的推計に関しラ

ンダウに多くを負っていることを表明している。しかしながら、カレッキがランダウに負っ

ているものは評価さることの少ない統計データの推計に関してだけでないと思われる。 Essay

の前提条件の設定、モデルの構築、モデル展開• 分析をカレッキが行ったことは確かである

としても、ランダウによる Essayに対する害評に関するカレッキの記憶51)はランダウとの共

同作業の中で多くの滸想や確信が得られたことを示唆する。書評の中でランダウは、 Essay

が景気循環に対する完全に新しい接近法を提示しており、収益性に基づく企業の投資決意の

変化がそれに対応した利潤、生産、国民所得の変化を生み出すという点で内生的景気循環分

析の基礎が形成されたと極めて高く評価している。後にランダウの習評を思い起こして、カ

レッキは、当時のランダウが自分以上に Essayの内容を読み取っていたと述懐している 52)a 

ランダウがカレッキと共通した経済メカニズムを前提に統計データの推計を行っていたと想

定しても重大な誤りでないとすれば 53)、統計的推計方法だけでなく、狩本主義の運動メカニ

ズムを規定する基本要因が投資だという想定もカレッキがランダウから学んだ可能性がある。

次に、ランダウとの共著である ISBCPの4巻本シリーズの第1巻に関して CWMKVIの絹

者注釈に曖昧な点があるので、それを明確にしておこう。第 1巻は所長リピンスキーの序文

が付されて最初に刊行されたが、序文、注釈、追憶文および第 1巻の記述 54)によれば、第 1

巻は第2巻の成果に基づいて研究が進められるとともに第3巻の成果をも参照していること

から、完成の順序と第 1著者は次のように示されなければならない。すなわち、

49) CWMK VI p.541。

50) CWMK VIl pp.325-329参照。

51) CWMK I pp.443-444参照。なお、原文はポーランド語であるが、本稿は CWMKに基づいているので、

英語で表記した。

52) CWMK I pp.443-444。

53)ランダウの野物に対するカレッキの腎評 (CWMKVIl pp.316-318)からも明らかなように、ランダウ

は各国の統計データの推計の結果得られた生産性データから、工業化こそ展業の発展を促進し、それ

によって腿業部門の生活水非の向上、汽本蓄積、近代的技術の採用が可能になるとの結論を導き出す。

このことは、カレッキとの7本の共著はEssayを支える実証研究であったことを示す傍証となろう。

54) CWMK VI p.396およびpp.550-551。CWMKは、共著の楊合、カレッキが常にメインであるかのよう

な誤解を生む記述となっている。
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Vol. 2: Landau, L., Incomes from Hired Labour in 1929 1934年刊

Vol. 3: Wisniewski,]., The Distribution of Incomes in 1929 1934年刊

Vol. 1: Landau, L. and M. Kalecki. An Estimate of Social Income in 1929 1934年刊

Vol. 4: Kalecki, M. and L. Landau, Social Income in 1933 and the Foundations of Periodic 

Studies on Changes of Income 1935年刊

であると判断できる。このシリーズを完成する上でランダウの果たした役割が極めて大きかっ

たと言わなければならない。

上記シリーズ第 1巻のタイトルにある socialincomeという用語はnationalincomeととも

にマーシャル [1842生］が同義的に使用しおり 55)、Bowley(1922)がマーシャルの概念 56)

を統計的に確定可能な定義に高めるための検討を行っている。ボウリー [1869生］とスタ

ンプ [1880生］の先行研究を基に断片的データを集めて 3面等価の原則を利用しながら、

1924-1931年におけるイギリスの国民所得の大きさを推計したクラーク [1905生］は、各種

の統計が比較可能でなく、「うんざりする作業で、・・・イギリス公式統計の恥ずかしい状況

に対して率直にものを申すべきときだ」 57)と述べている。イギリスですらそうであったので、

ポーランドはもっとひどい状況にあった 58)。にもかかわらず、ランダウは玉石混交の膨大な

資料を掘り起こし、自らの課題に対応した推計値を作成して基礎贅料を整理し、統計分析に

基づいた結論を引き出すという恐ろしい作業を厭わなかった 59)。前述のボウリー、スタンプ、

クラークの仕事の他に、国民所得の大きさを確定する上で発生する問題点とその処理法、生

産• 分配・支出の 3つの側面から推計する方法などを明晰に説明した Kuznets(1933) [1901 

生］を事前に入手して参照した上で、ランダウの統計データ作成の成果をもとに完成した第

1巻は、半資本主義的ポーランドで農業生産に関するデータが不十分であること、サーピス

の推計が困難であること、租税統計や保険統計でカバーされない階層が多いことなどから、

生産国民所得でなく、支出国民所得を推計する。そして、低• 中階層と雇用労働者階層の所

得は消費支出に等しいとしても、現実と大きなかい離がないと仮定する。この仮定、すなわち、

労働者階級の貯蓄率がゼロとの仮定はその後のカレッキの理論分析で一貰して置かれること

55) Marshall (1890), pp.140-144。

56)ポウリーが利用しているはマーシャルの「原理」第5版 (1907)で、彼は二重計算の回避、焔属価値

の範囲などの検討を行った上で、まだ最終的な定義が確立していないと述べている。貯蓄が投行に等

しいという古典派命題を前提にすれば、生産国民所得、分配国民所得、支出国民所得といぅm語は使
用されていないものの、 3面等価の原則が認識されている。

57) Clark (1932), pp.vi-vii。

58)たとえば、 CHIMKVI pp.395-396参照。

59) CHIMK VI p.325。
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になる f,())。

次にプレイトとの関係を考察しよう 61)。Breit(1935)で、信用市場の不完全性に基づいて

貸し手は借り手（企業）への与信掘の拡大がより収益性の低い投資に向かう確率が上昇する

と予想するため、リスクと与信批に正の相関関係が成立するとともに、貸し手のリスク分散

行動から個別企業に対する与信盤に限界が画され、企業の投資を制約するとした上で、個別

企業への信用供給曲線の傾きを決める要因はすべての経済主体が似たような評価を下す客観

的リスクでなく、経済主体がそれぞれに評価する主観的リスクであると主張した。また、借

り手の資産が大きくなると、貸し手のリスクが低下するので、企業への与信批（投資）が増

加するとした。換言すれば、貸し手の与信醤は個々の借り手の保有資産に依存するが、一般

に与信批の増大に伴って貸し手のリスクが逓増する結果、企業の投資資金調達に上限が画さ

れるというレイトの主張は信用供給サイドから尊かれた結論である。また、借り手が、自ら

の投賓収益が悪化したときでも返済できると考え、他方で、貸し手は借り手が一定以上の収

益が得られるときにのみ返済されると考えているようなケースで、特に不況の場合、リスク

を控除した借り手の純期待収益率を引き下げると同時に貸し手のリスクプレミアムが上昇す

る結果、リスクは信用供給曲線と投資賓金調達の儒要鼎線とに二重に作用して投資を大きく

引く下げることになる 62)。したがって、公共投資は客観的リスクの削減のみならず、企業の

期待収益率を改善することを通じて不況を克服する上で有効だとブレイトは論じた。

カレッキは『一般理論」の書評の中で投資の限界効率と利子率の関係から決定される投賢

について事前と事後の区別ができておらず、限界効率が利子率を上回る不均衡状態での投資

決意はウィクセル的累積過程を伴うため、主体均衡が成立しない 63) と批判し、この問題を解

60) Kalecki and Landau (1934) [CWMK VI pp.381-388]では、 ii団の変化が生産の変化に 311り半期のラ

グを持つが、その主要な要因が貯蓄の存在にあるとしたKで、労働者・ホワイトカラー・小J姐階府、低•

中階層、利潤取得階府に分けて最初の階附のl~i'蓄がゼロとしている。ホワイトカラーについては、後

にカレッキが所得分配の実証分析を行うときに使J廿lする分類と異なる。

61)カレッキの危険逓増の原理と Breit(1935)の関係は Kowalik(1964)で初めて紹介され、Chilosi(1982) 

によってより詳細に検討された。

62)ケインズは「一般理論」第 11章で 1節を割いて Breit(1935) と同じ議論を展開し、「危険の一部がこ

のように二重に考慮されるということは、私の知るかぎりこれまで強調されることがなかった」 (p.145、

訳 p.143) と述べ、 ,f~i兄期を取り上げたプレイトとは逆に、好況期に異常なほどリスク評価が低くなる

と指摘しており、 1980年代後半からの日本、サププライム・ローンに端を発する金融危機・経済危機

を予感させるかのようである。

63) カレッキのモデルは適応型の期待収益率を仮定することによってこの問題を回避していた。しかし、

この回避方法について、脆弱な将米期待が現在の投府に影押を及ぽすルートを考慮せず、過去の収益

率に基づいて投府を決定するとの想定は機械論的あるいは決定論的だとして批判されたが、カレッキ

がその問題に取り糾むことはなかった。
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決するためには企業心理に関する特定の仮定ないし貨幣市場の不完全性の仮定が必要である

と示唆した。また、 Kalecki(1937)は投資の増加とともに限界効率が低下するとの仮定には

合理的根拠がないとし、それを一定と想定した &I)。この想定の下では、一定の利子率に対応

した投資が決定されなくなる。この問題に解を与えたのが危険逓増の原理であった。カレッ

キはBreit(1935)と異なり、危険逓増を、投資を行う借り手（企業）の意思決定の中に組み

込んで、期待収益率とコストを表す利子率＋リスクとを等しくさせる主体均衡として利用し

た。カレッキは企業をリスク回避者と想定し、収益率が利子率より低くなると、投贅に占め

る借入比率が高いほど、破綻確率が高くなるので、リスクも考慮した純期待収益が最大にな

るように企業は投資を決定するとした。カレッキのリスクは投資に占める自己究本の比率（同

じことだが、借入資本の比率）で表現されており、プレイトの表現を用いると、客観的リス

クを意味する。プレイトは侶用供給曲線の位置（切片）を決めるのが客観的リスクで、逓増

の度合い（傾き）を決めるのが主観的リスクと考えているので、客観的リスクが逓増の度合

いを決定すると想定するカレッキと異なる 65)。しかし、カレッキはリスクを借り手側だけで

なく、貸し手側にも重要な役割を発揮することを認識しており、企業が投究のリスクを十分

考慮しないなら、与信者がリスク逓増の原理を作用させると述べ、この説明に付した注釈は

「Breit(1935)参照」としただけでなく、カレッキには珍しく「危険逓増の原理はプレイト

氏のアイデイアの一般化である」と述べて、オリジナリティがプレイトにあることを示した。

以上の検討から、ランダウとプレイトはカレッキと同じユダヤ人で同じ社会主義志向をも

ち、カレッキ自らの理論形成に多大の影椰を与えた人物であり、さらにポーランドの経済学

の発展にとって極めて煎要な人物だとカレッキが評価していたと考えることができる。ナチ

によるユダヤ人迫害の危機が迫ってくる巾で 66'ランダウとプレイトの懲戒解雁はカレッキに

とって、自らのその後の苦難を予想したとしても、許容しがたいものであり、抗議の最大の

意思表明が公然たる ISBCP辞職表明であったと理解してよいであろう。

ロックフェラー財団パリ事務所がカレッキの辞職を知り、ポーランドに焔国する状況にな

いことを明確に認識するのは付録費料l、3によると、 1937年6月以降である。パリ事務所

のキットレッジが1937年11月にロンドンでカレッキと面談したとき、カレッキは 1938年1

月のfellowship終了後、ケンプリッジ大学が6カ月間研究員として面倒を見てくれるが、ど

64)この経緯については Robinson(1964)参照。

65)信用市場の均衡に基づいて投1ftを考察するプレイトに対し、カレッキは偕り手（企業）の主体均衡と

して ex-anteの投行を考察する点でも沢なっている。

66)実際、イギリスにいたカレッキと異なり、プレイトとランダウはポーランドから離れず、プレイトは

1940年に、ランダウは 1944年にナチによって殺害された。
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こかでpermanentposition (専任職）を見つけなければならないこと、辞職事件以降研究成

果の公刊が最低限に落ちていることを同資料は伝えている。カードに整理された資科の説明

は極めて簡潔であるが、具体的内容は次のように推測できる。ケンプリッジ大学の提供とは、

1938年6月付の序文が付されて刊行されることになる Essays67! [Kalecki (1939)] をカレッ

キが完成させるために 1月から 6月末まで提供した研究資金である 68)。Essaysにはカレッキ

が 1937年に公表した論文3本のうち 2本、翌年の2本のうちの 1本が加筆修正の上収録され

る69)。1936-7年に公表した論文数は、ポーランド語論文を合わせても、イギリスに来る前に

ランダウとの共著を含めてISBCP時代に発表した論文数に比べると明らかに少ない。カレッ

キは Essaysの公刊により自らの貢務をある程度果たしたことになる 70)。これが完了した後の

カレッキの身分は不定であった。 1938年7月 15日付J.ロビンソン宛の手紙で、「まだ仕事が

ない。いささか疲れた。妻はぐっすり眠れない」 71) と苦しさを吐露している。

カレッキが落ち込んでいる間に、ケインズ、 P.スラファ [1898生］、J.ロピンソン [1903生］、

カーン [1905生］などの努力により NIESRのケンプリッジ研究部門としてイギリス製造業

の費用・価格に関する実証研究を立ち上げ、カレッキをその研究貝とすることができた 72)。

この実証研究は賃金・価格・産出高に関するケインズ命題に関わるもので、「プルムの実験」

や「独占度と国民所得の分配」など、実証の裏付けに基づく研究をしていたカレッキにとっ

て格好のテーマであった。 1939年 1月30日付のロピンソン宛の手紙で「目下、かなりハー

ドに仕事をしている」と知らせており 73)、カレッキがこの仕事に意欲を燃やしていたことが

窺える。だが、このプロジェクトは中止となり、カレッキは 1940年2月にオックスフォード

67)既出のEssayはKalecki(1933)であり、ここでのEssays(複数形）は Kalecki(1939)であって、異

なる貯物であることに留意されたい。

68) CWMK I p.507、CWMKII p.522。

69) Essaysの第3章「貨幣と実質賃金」は、ポーランド労働厚生省の依頼に応じて 1939年に執筆したポー

ランド語論文Kalecki(1939a) と同じタイトルであるが、新しく執節された論稿である。第3章は

Kalecki 0938a)と同じ不完全競争を前提に賃金の引き下げが扉用に対しプラスではなく、マイナスの

効果をもつことを明らかにしたものである。

70) Essaysはカレッキがポーランドを出るときに想い描いていたものではないであろう。本曹は不完全競

争の下で一貫したマクロ分析を行っているという点で画期的であるが、ロピンソンの忠告に従ってケ

インズ批判の部分を博め、ケインズ命題を拡張し、統計的検証によりそれを裏付けたという意味でケ

インズ革命の進展に寄与したという点ではケインジアンとしてのカレッキを表すものになっている。

71) CWMK I p.508。

72) Robinson (1977)やスラファのロピンソン宛の手紙 (CWMKII p.524)参照。

73) CWMK II p.522。研究貝への登用・中止に至る経緯に関しては CWMKII pp.521-526参照。
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大学統計研究所に移ることになる 74)。中止の理由として、オシアティンスキーは財政上の問

題や戦争による研究の優先順位の変更もあるが、研究結果に関してケインズの失望もありう

ると述べている。オックスフォードで与えられた仕事はイギリス戦時経済の実証であり、ケ

インジアンとしての仕事ではなかった。

5. 結論的覚書

ロックフェラー財団の fellowshipによるカレッキの研究の到達点は Essaysで示され、その

完成にはランダウ、プレイト、ラーナーに負うところが多大と言うことができる。ランダウ

は景気循環を投資循環とする構想の形成 75)で、プレイトは危険逓増の原理の導入で、ラーナー

は独占度を実質賃金と扉用の関係および国民所得の分配を説明する上で、自らの体系形成に

成功裏に組み込むカレッキの才能と努力と相まって、極めて璽要な導きをしたと評価できる。

その根拠を示すことで本稿の結びとしよう。

第1に、カレッキが最後に編集した論文集 (Kalecki(1971)) には、 Kalecki(1933)の理

論骨子部分76)、Essaysに収めた危険逓増の原理と独占度に基づく国民所得の分配の2つの論

文を収録したことが挙げられる。この3つ論文は、修正ないし拡張されて、後に編まれる論

文集に何度も収録されており、カレッキ自身が生涯の研究の中で最も貢献度の高いと考えた

証左であろう。

第2に、 Essays以降の資本主義経済に関するカレッキの主たる研究が独占度に基づく分配

論の精緻化とその実証、 Essaysで検討されなかった循環変動の振幅を決定する要因、および

循環変動と結合させようとしたものの、外生的な成長モデルを提示するにとどまっており、

74)ケンプリッジ研究部門の立ち上げにホールが関係している (CWMKII p.522)。Halland Hitch (1939) 

はフルコスト価格設定や屈折需要曲線を示したが、これに対して、カレッキは自らのマークアップ価

格設定の優越性を示すためか、批判というよりも冷静さや客観性に欠ける非難をしている (CWMK

II pp.134-135) (この点については Lee(1985)参照）。カレッキがオックスフォード大学統計研究所

（この研究所もロックフェラー財団の夜金で立ち上がり、その後の支援を受けている）で職を得たのは

Worswick (1977)によれば、戦争経済に対応するために同研究所の多くの研究者がロンドンの政府機

関で働くことになって生じた多数の空席を主に大陸からの亡命研究者で補充したからであり、ホール

とヒッチも既にロンドンに去った後であった。カレツキのこうした特性は保守的性向をもつ人々に対

する姫悪感、逆にいえば、社会主義への性l旬をもつ人々への共感に由来するものであろう。このこと

がイギリスでpermanentpositionが得られなかった最大の理由の 1つだと思われる。

75)本稿では検討しなかったが、この点でフリッシュがカレッキに与えた影咽は十分大きかったと評価す

るべきであろう。

76) 1939年のEssays第6章はこれの修正拡張版である。
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Essaysで見られた研究の飛躍的展開に至っていない。このことはカレッキにとってヒックス、

ハロッド、ロビンソンなどがランダウ、プレイト、ラーナーにとって代わることができなかっ

たことを含意するであろう。社会主義に将来を求めず、資本主義の中で改革を志向する経済

学者と一線を画すカレッキの思想 TT)が飛躍的発展を阻害したと考えることができる。

第3に、長期金利は安定的という彼の実証結果を確信したため、利子率の問題は第二義的

とし、金融の実体に及ぽす影響に関する研究を重視しなかったことが挙げられる。カレッキ

のこの想定はKalecki(1933)以降一貰している。ケインズがKalecki(1935)論文を見て、「あ

まりにもマネタリスト的」と考えた 78)のはケインズの洞察力の凄さを示している。また、投

資関数の設定でもそうであるように、リスクヘのアプローチについてプレイトが主観主義を

重視するのに対し、カレッキは客観主義に徹し、それ以上に追求することがなかった。

最後に、 Kalecki(1954)に関してカレッキ自ら「ものすごく骨の折れる仕事であったが、ほ

とんど評価されなかった。最初の書物はもっと明晰でエレガントであったと度々言われた」 79)

と述べている。この評価は現在でも大きく変わることがないように思われる。これはその後

のカレッキの理論展開で飛躍的発展がなかったことを意味する。 1939年のEssays刊行後 80)、

オックスフォードに移って与えられた仕事はイギリス戦時経済問題であり、それに取り組ま

なければ生活ができない条件下、すなわち、専任職を持たないカレッキにとって研究課題を

自ら選択できないという条件下にあったことも重要な要因と推測できる。

以上を踏まえて、極端な表現をするならば、資本家像や労働者像をあまりにも固定的に把

握して機械的行動様式に基づいて分析すると同時に、社会主義システムを、それを動かす人

間像が不明なまま、過大に評価したことがカレッキから経済分析の推進力を奪ったというこ

とができるかもしれない。ケインズの表現を借りるならば、「経済学者や政治哲学者の思想は、

それが正しい場合にも間違っている場合にも、一般に考えられているよりもはるかに強力で

ある。事実、世界を支配するものはそれ以外にないのである。.. ・経済哲学および政治哲学

の分野では、 25歳ないし 30歳以降になって新しい理論の影特を受ける人は多くなく、・・・

現在の事態に適用する思想は恐らく最新のものではない・・・。しかし、遅かれ早かれ、良

かれ悪しかれ危険なものは、既得権益ではなくて思想である」 81) という言葉はカレッキにも

当て嵌ると言えよう。しかしながら、これには但し書きが必要であろう。 52歳で革命の書『一

77)ホール、ヒッチに対する姿勢はその典型例であろう。

78) Robinson (1977)参照。

79) CWMK II p.553 

80)基本骨格は Kalecki(1933)ですでに示されている。

81) Keynes (1936). p.384 (訳p.386)

88 



カレッキとロックフェラー財団i記録（元木） 247 

般理論」を著したケインズを別格とすれば、カレッキがEssayを著したのは34歳、 Essaysは

39歳であった。専任研究職をもたなかったカレッキがオックスフォードを去るとき、 46歳に

なっていた。カレッキにケインズ像を描いて、 Essays以降、飛躍的革新的研究成果が見られ

ないと評価するのは求めすぎであろう。
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付録資料

資料 1. カレッキに関するロックフェラー・アーカイヴ・センター保存記録

筆者の要望により、 RockefellerArchive CenterのArchivist、HaroldOakhill氏より同セン

ターが保有するカレッキのfellowshipに関する記録すべてのコピーが1988月8月10日付の

手紙とともに送付された。その後、筆者は送付されたカレッキ記録を英語と／または日本語

で公表する許可を求めたところ、快諾の返事 (1988年9月13日付の手紙）を得た。筆者は

彼の寛大さと親切に大変感謝している。適切な利用が条件となっている。その条件として、

この記録の正確な所在先を明示することになっている。それは下記の通りである。

Fellowship Recorder Cards, Michal Kalecki, Social Sciences, Poland. Record Group 10. 

Rockefeller Foundation archives. Rockefeller Archive Center. 

筆者がカレッキのfellowshipプログラムや活動報告を含むすべてのコピーを求めたのに対

し、 Oakhill氏「かなり以前にfellowshipファイルの情報は圧縮され、カードに移された。遺

憾なことに、原ファイルは処分され、残念ながら、カレッキが当財団に送付したレポートや

論文はいずれも全く残っていないとお伝えしなければなりません」と回答している。また、

1930年代のfellowship採用基準、カレッキ応猫書類、推服状を求めたところ、それらは処分

されて存在せず、その時期の採用基準に関しても十分な記録がないとのことであった。した

がって、以下に開示する記録が同財団に現存するすべてである。

送付された記録は2種類である。 1つは簡単な説明を付した、すべての分野における各年

のfellowship給付者名簿録 (Minutesof the Rockefeller Foundation)で、もう lつはカード

に移されたカレッキの記録である。前者はカレッキに対する支給が社会科学分野で、パリ事

務所の認定により 1936年1月1日から 1年間 (36年2月28日付記録）、次いで、 1937年2

月6日から 5ヵ月間の延長 (37年2月19日付記録）、最後に、 1937年7月6日から 6ヶ月間

の延長 (37年10月15日付記録）が行われたことを示している。もう 1つの記録は最初の支

給日が1936年2月6日で、終了期日が1938年1月5日となっている。両賓料を検討した結

果から、支給期間はカレッキがストックホルムに滞在開始する 1936年2月6日から最終支給

日1938年1月5日までと考えてよい。 fellowshipの期間終了後に関してはメモ的で、 Kalecki

(1938a)の抜き刷り、 Kalecki(1939)の著書が送付された旨の記載と、許簡は処分というス

タンプに続いて 1950年6月時点での国際連合での身分記載で終わっている。

以下に資料すべてを公表するが、かくも遅くなった責任はすべて筆者にあり、お詫びしたい。

92 



カレッキとロックフェラー財団記録（元木）

資料 1: カードによるロックフェラー財団記録

カード 1

35041という手苔き数字が

ここに記入されている

ss 9 

Research 

POLAND 

NAME: KALECKI, Michal (examination certificate, 

Technical High School, Dantzig, 1923) 

(GDANSK INSTITUTE OF TECHNOLOGY) 

という手苔き文字がここに挿人されている。

PRESENT POSITION: Research Assistant at the 

Institute for Economic Research, Warsaw 

PROSPECTIVE 11 : Same (see * *) and 11/19/37 

SOCIAL SECURITY -SHW 

STUDLE_S: EoonomioG in Europe 

ss 

BORN IN: Lodz, Poland 

AGE: 36 (B 6/22/99) 

MARITAL STATUS: ma『『ied

NO. OF CHILDREN: none 

DATE OF APPROVED: 12/27/35 

DURATION: 1 yr. 1/1136 

RENEWED: 5 mos. & 6 mos. 

DATE OF ARRIVAL: 

FIRST STIPEND: 2/6/36 

AMOUNT: $200 a month 

TUITION: yes TRAVEL: yes 

TERMlfljfl,.TION: 1/5/38 

MEETING: 2/28/36 

FELLOWSHIP PROGRAM: Business cycle theory, partic. from standpoint of 

Wicksell's[sic] money[sic] theory. Will visit a number of Business Cycle Institutes in 

va『iousEuropean count『iesbut will carry out the main part of his program in the 

Scandinavian countries fwith Prof. G. Myrdal in Stockholm and Prof. R. Frisc;h in~and 

in England (Cambridi:ie) under direction of Prof. J. M, l(~ynes. 

It is probable that K will have to interrupt his fellowship wo『kfrom time to time in order to 

return to Warsaw at intervals of from 3 to 4 mos. to take a share in current work of the 

Business Cycle Institute there. 

251 
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カードlに関する注釈

(1)カード原文の通り再現した。ただし、明らかなタイプミスは訂正した。

(2)カレッキの研究計画書を含む応募書類が残っていないため、明確でないが、彼が3-4カ月

間隔でISBCPに戻ってそこでの仕事もすることになると記載されていることから、カードに

残っているFellowshipProgramは1936年2月28日の面談に基づいて記載されたと推測できる。

(3)このカードにはfellowshipの延長が5カ月およぴ6カ月であり、最終支給日が1938年1

月5日と記載されている。このことから、カードはOakhill氏が述べているように、後に整

理して纏められたものであることを示している。

(4)研究領域に関してEconomicsを抹消してSOCIALSECURITYとタイプし直したのは

SHW (Sid.nor H. Walker, Associate Director of Social Sciences, New York Office83>)であり、

パリ事務所でEconomicsと入力し、送付されてきた文書を点検の上、 SHWが訂正したも

のと推測できる。後のカード入力者は原資料の通り、忠実に作成したものと思われる。

(5) GDANSK INSTITUTE OF TECHNOLOGYという手書き文字はTechnicalHigh Schoolのよ

り正確な名称が記録原本の別の個所に存在したため、挿入したものであろう。その挿入がタイ

プ入力であれば、 SHWによる入力可能性が高いが、手書きであるため、その記入者がパリ事

務所か、 SHWか、カード作成時の人によるものか、判然としない。オシアティンスキーによ

れば竺1923年にカレッキが卒業したのはGdanskUniversity Engineering Collegeとなっている。

(6) PROSPECTIVE POSITIONの項目でSame(see * *) and 11/19/37と記載しているの

は以下の「カード 2-2の続き」および「カード3の続き」を参照せよとの意味である。

ロックフェラー財団が支給するのはscholarshipではなく、 fellowshipである。したがっ

て「奨学金」よりも「研究支援給付金」という用語を当てる方が実態に即していると思わ

れる。後掲する MINUTESOF THE ROCKEFELLER FOUNDATIONから解かるように、

fellowship受給者はすべてすでにpermanentpositionを有する研究者または組織である。

Breit と Landau の懲戒解雇に抗議して景気循環•物価問題研究所 (ISBCP) を辞職し、専

任職を有しないカレッキに対してfellowshipを更新すべきかどうかが問題となろう。＊＊

の内容はカレッキがISBCPに戻らないのであれば、ワルシャワの商業学校に職があるとい

うリピンスキーの言により無職でないことを示すためであろう。また、 11/19/37はケンプ

リッジで臨時的職を得るカレッキに対し、メキシコでの仕事を示唆している。

83)これが判明したのは、カードをコピーした後、筆者のためにフルネームと当時の肩書をポールペンで

記入してくれたことによる。筆者はOakhill氏の親切に大変感謝する。

84) CWMK VIl . p.587 
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カード 2

7/24/36 TBK Interview: In Paris. To return to London about 9/1/36. TBK suggested 

rather than spend a month in Paris, he should go to Geneva at least In 2nd 

half In August in order to make contact with economic services of the 

Secretariat of the League, & in the Labor office. TBK arranged with 

Philippe Schwob for K. to be provided with facilities for work with Prof. Rist's 

Institute. S. would also introduce K. to a number of French personalities now 

engaged in attempting to work out the economic program of the Government. 

8/10/36 TBK lnte『view: Has completed program of interview which he had in mind in 

France. Through assistance of Philippe Schwob at "lnstitut des Recherches 

Economiques et Sociales" he had been introduced both to personalities 

forming part of planning group in the new gov't and of the socialist pa『ty,

and in the labor organization (C.G.T.). K. met among others Prof. Rene 

Capitani (former SS fellow) who is now a member of the personal staff of M. 

Leon Blum "President du Conseil". 

K. wished to be authorized to spend remaining period of August in G.eneva 

to get in touch with work now unde『wayin the Financial and Economic 

Section of the League, and in the I.L.O. He will be returning on 9/1/36 to 

England to resume his work in London for remaining period of his 

fellowship. 

Report of fellowship to 11/16/36: 

2/6-4/11/36 in SWEDEN wo『king on problems of monetary equilibrium and 

Wicksellian cumulative process. Had discussions on these subjects with P『of.

Myrdal, Prof. Ohlin, Prof. Lindahl, Dr. Koopmans and many young Swedish 

economists. 

4/13/36-7/13/36 in LONDON. Studied theory of Keynes taking part in seminars 

253 

（注） TBK: Tracy B. Kittredge, Assistant Director for Social Sciences at the Foundation's Paris 

Office. これは Oakhill氏による（以下、同じ）。
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カード 2-2 (カード 2の続き）

KALECKI, Michal POLAND #2 ss 

of the London School of Economics led by Profs. Hayek and Robbins. Also 

contact with Mr. Lerner, Lecturer of London Sch. Economics. 

7/14・8/30/36 PARIS & GENEVA. Discussed actual problems of economic 

situation & economic policy in France with Mr. Herberts and Mr. Schwob from 

Institut des Recherches Economiques et Sociales, Mr. Marjolin from Conseil 

Economique and others. 

In Geneva had discussions about Keynesian theory and problems of business 

cylcle with Dr. Harberler and about present world economic situation with 

Prof. Condliffe and Mr. Graebler. 

Returned to LONDON in Sept. 1936. Took part in meeting of Econometric 

Society in Oxford espec. in discussion about Keynesian theory. Also 

discussed with Mrs. Robinson in Cambridge the application of this theory to 

the long run equilibrium problems and the business cycle. 

Since October has been taking part in seminars of the LONDON SCHOOL 

OF ECONOMICS. (to 11/16/36) 

11/19/36 TBK to JVS: If fship is extended, K. will remain in LONDON until 5/1/37 

and then go to OSLO for 2 mos. to work with Prof. Frisch. 

In spite of K's shyness & difficulty of expression, he has made a uniformly 

favorable impression on the economists with whom he has worked. Profs. 

Ohlin & Myrdal have spoken very highly of papers that he read in Stockholm 

and of his participation in discussions of the Economic Society there. Dr. 

Koopmans, who was with him both in Sweden & later in London, feels that his 

scholarship is sound, that he has definite originality and is 1 of the most 

promising of younger economists in South-Eastern Europe. 

Prof. Hayek & N.F. Hall spoke of K's work & expressed their conviction that 

he had 

（注） JVS : John van Sickle, Assistant Director of Social Sciences, New York Office 
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カード 2-2の続き

obtained the maximum of profit from his fship opportunity & that it would be 

of distinct impo『tanceto extend somewhat the pe『iodof his appointment. 

12/18/36 Extension app『oved;5 mos.; stipend and family allowance at rate of $200, 

travel, tuition and research charges. To continue his study of business cycle 

theory, partic. (1) application of new economic theories to an examination of 

the present Ge『maneconomic situation; (2) influence of change of interest 

rates on methods of production. To study in England (mainly London School 

of Economics) about 2 months and No『way(Oslo) with Prof. F『Isch,about 3 

mos. 

MEETING: 

* * As a『esultof a crisis in the work of the Polish Inst. of Economic Resea『ch,it 
is possible that K. will not return to his position in this institute. Prof. 

Lipinski, the Di『ector,has indicated however that another position at the 

School of Commerce in Warsaw would be available for K. in the event of his 

deciding not to return to the Polish Institute. (taken from『ecommendationfor 

exten. of fship) 

MEETING: 2/19/37 

4/27/37 Amended to p『ovidean allowance of $100 for tuition and local travel. Action 

approved on 12/18/36 provided for stipend and family allowance, but no sum 

was set up for tuition fees and travel. 

6/3/37 JVS-SHW: Despite the uncertainty『egardingK's immediate future in Poland, 

JVS has approved 7 mos.'extension because he is convinced that K is 

exceptionally gifted and is destined to make a name fo『himselfin his field. 

He appea『sto be one of the few younger men who really combine a 

knowledge of advanced mathematics with a genuine understanding of 

economic theory. 
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カード 3

98 

KALECKI, Michal POLAND #3 ss 

7/2/37 - During his stay in England he has made an excellent impression on professors 

at Cambridge and in London, all of whom express the opinion that a longer 

period of extension is desirable. A full year's renewal of fship would 

undoubtedly have been approved for K. if, at the time he applied for an 

extension, he had been able to secure that amount of leave. It was after 

arrangements had been made for the 5 mos.'exten. that the crisis referred to 

in action of 12/18/36 brought about K's resignation from his post in Warsaw. 

K. has now submitted a request for a further exten. for a period of 6 mos.' 

stay in European centers. He proposes to spend 2 mos. in Paris examining 

the question as to whether the effect of the recent increase in wages was in 

agreement with the Keynesian theory. He would then go to Univ. of 

Manchester to work for 2 mos. in the Dept. of Economic Research. The 

remaining 2 mos. of fship he would spend in London, Oxford and Cambridge. 

During his stay in England he would collect statistics to test his theoretical 

analyses of business cycle problems and partic. the factors determining the 

distribution of national income. His sponsor and former director, Prof. 

Lipinski, urges the desirability of a further exten. both because K. has made 

excellent use of his fship experience and a longer period abroad would 

enable him to round out his studies satisfactorily, and because Prof. Lipinski 

hopes to have the future collaboration of K. in the field of business cycle 

research. The next 6 mos. will, he believes, reveal new possibilities in this 

field in Poland. 

7/2/37 Extension approved; 6 mos. begin. approx. 7/6/37; stipend & family allowance at 

rate of $200 a mo.; travel, tuition, research. To continue his business 
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カード 3 (続き）

cycle studies in Europe. (Paris -2 mos.; England -4 mos. (2 mos. in 

Manchester and 2 mos. in London, Oxford, and Cambridge) 

MEETING: 10/15/37 

11/19/37 TBK-JVS: In conversation with K. in London, TBK was Informed that the 

Cambridge authorities have now offered him a 6 mos. research appointment 

in Cambridge. He will therefore『emainon for 6 mos. after the termination of 

his fship pe『lod, assisting the Cambridge group in a number of rathe『

theoretical studies which are now under way the direction of Mrs. Robinson 

and Denis Robertson. K. stated that he had no definite confirmation f『om

Wa『sawof the news that the Business Cycle Inst. had as yet resumed 

activities. For nearly a year the publications have been reduced to the barest 

minimum. K. understands that Lipinski has personally accepted the Invitation 

of the gov't to resume direction of Institute but that he has not yet been able 

to obtain the approval of the Finance Ministe『forthe re-employment of Breit 

& Landau, whose discharge last year led to the dis『uptionof the Inst. K. 

apparently has very little hope of an adequate position in Poland in the near 

future & Is therefo『elooking about for a pe『manentposition either in England 

or elsewhere. TBK indicated the Mexican situation to him & he indicated that 

he would be delighted to have an opportunity of submitting an application for 

any appointments that might be open. 

1/19/38 TBK-JVS: Summary of fellowship: Since August 1936. (see end of card #1 

for summa『yto August 1936) 

End of August 1936 to about 4/15/37: LONDON & CAMBRIDGE 

4/15/37-to ea『lyMay 1937: LIVERPOOL AND MANCHESTER 

Early May 1937 to Early July 1937: OSLO 

257 
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カード 4 (最終カード）

KALECKI, Michal POLAND 

July 1937 to early Sept. 1937: PARIS 

Early Sept. 1937 to early Nov.: MANCHESTER 

11/15/37 to 1/5/38: CAMBRIDGE 

#4 ss 

12/20/38 LMG says K's present address is: 15 King's Parade, Cambridge, England. 

Summer 1939: Book published by K: "Essays in The Theory of Economic 

Fluctuations", published by George Allen & Un win Ltd. in England. 

May 1938 Sends reprint: "The Determinants of Distribution of the National 

Income" by K. 

Correspondence Discarded 

June 1950 Fshp. Directory form: Asst. Dir., Dept. of Econ. Affairs, Div. of Econ. 

Stability and Development, U.N. Secretariat, Lake Success, N. Y. 
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資料 2.MINUTES OF THE ROCKEFELLER FOUNDATIONのカレッキ記録

Minutesはロックフェラー財団のニューヨーク本部が世界で毎年の新規認定ないし延長さ

れた fellowshipの記録をまとめて、各分野別に一既表的に配列・記載したものである。カー

ドと重複する部分が多いが、カレッキにかかわる部分のみ、原文の通りに狩料として提示する。

2/28/36 

Social Sciences 

Designated by the Paris Office 

8. Michal Kalecki: Poland; Research Assistant at Institute for Economic Research, 

Warsaw; for studies of business cycle theory, particularly from the standpoint of 

Wicksell's money theory; visiting a number of business cycle institutes in Europe 

but carrying out main part of program in the Scandinavian countries and in 

England; one year, beginning January 1 , 1936. 

2/19/37 

Social Sciences 

Designated by the Paris Office 

4. Michal Kalecki: Poland; extension for five months, beginning approximately 

February 6, 1937, to continue his study of business cycle theory, particularly (1) 

application of new economic theories to an examination of the present German 

economic situation, and (2) influence of the change of interest rates on methods 

of production: in England, Norway, and other countries as authorized. 

10/15/37 

Social Sciences 

Des面atedby the Paris Office 

15. Michal Kalecki: Poland; extension for six months, beginning July 6, 1937, to 

enable him to continue his business cycle studies, studying in Paris, Manchester, 

London, Oxford, and Cambridge, and other European centers as authorized; 

stipend $200 per month, plus travel expenses and charges for tuition, research, 

etc. 
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資料 3. Rockefeller fellowship関連のカレッキ記録一覧表

年 月日 内 容

1933 9/29 Econometric Society in Leyden. 出席者 (30名）： R. Frisch, J. 
Tinbergen. J. G. Koopmans. J. Marschak, J. R. Hicks, 0. Lange, 
N. Kaldor, A. Lerner, R. G. D. Allen. J. Wisniewski. 他。カレ
ッキの報告タイトル： 'Essaid'une theorie des mouvements 

cycliques construite a la !'aide de la mathematique superieure ＇ 
[Econometrica, 2 (2) . 1934] 

12/末 Lipinskiの勧めで、 RockefellerFoundation Fellowshipに応募

[CWMK I p.497] 

1934 3/23 FrischがRockefellerFoundationからの問合わせに関し、適格

だと回答。 [CWMKI p.497] 

1935 12/27 Rockefeller Foundation Fellowship決定。支給期間： 1936年1

月1日より 1年間。第 1回支給日： 1936年2月6日。支給額：

月200ドル

1936 2/6 ストックホルム滞在。 Myrdal,Ohlin. Koopmans. etc. と議論。

Frisch in Oslo訪問延期。 [CWMKI pp.498-500] 

2/28 面談

4/13 ロンドン滞在開始。 Hayekand Robbinsのセミナーに参加。

Lernerとコンタクト。

7/14 パリ滞在 (8月10日まで）。 Herberts,Schwob (lnstitut des 

Rechershes Economiques et Sociales) . Marjolin (Conseil 

Economique) とフランスの経済状況・経済政策を議論。 R.

Capitant (Blumのpersonalstaff)と会談。

7/24 面談 パリで1ヶ月、 8月後半ジュネープの国際連盟、 ILO訪

問を勧め、パリ事務所の KittredgeがSchwobとともに Ristの

研究所を手配。 SchwabはBlum新政府の経済計画参画者と社

会党のメンバーを紹介。

8/10 面談 パリでの仕事終了。この後、 Financialand Economic 

Section of the LeagueとILOを訪問のためジュネープヘ移動(8

月30日まで）。

ジュネープでHaberlerとケインズ理論・景気循環問題、

Condliffe, Graeblerと現在の世界状況を議論

9/1 London or Cambridge (4/15/37まで）
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1936 9/25 Econometric Society in Oxford (J. E. Meade, J. R. Hicks, R. F. 
-29 Harrodのケインズ理論に関する報告など）。参加者 (60名）：

R. Frisch, J. Tinbergen. J. Wisniewski. C. Clark, R. L. Hall. C. J. 
Hitch, A. Lerner, E. Lindahl . G. L. S. Shackle, R. G. D. Allen他。
[Econometrica, Sept 1937 5 (2) , pl98] 

10/ ? Mrs. Robison in Cambridgeを訪問 [CWMKI pp.501-503] 

11/16 この日まで、ロンドン滞在。

11/19 パリ事務所でfellowshipが延長されるならば、翌年の5月1

日までロンドンに滞在し、その後、 2ヶ月間、オスロのFrisch

と仕事をしたい旨、申し出る。 'Inspite of K's shyness & 

difficulty, he has made a uniformly favorable impression on 

the economists with whom he has worked.' と記載。 Ohlin.

Myrdal, Koopmans, Hayek, Hallによる高い評価。

ll/末 Breit & Landau懲戒解雇事件により、 ISBCP辞職。 [CWMK
I p.506] 

12/18 5ヶ月間の奨学金延長を決定。

1937 2/19 面談

4/15 Liverpool and Manchester (5月初めまで）

4/27 12/18/36決定分に、 tuitionfees and travel用に 100ドル追加

を決定。

5/初 オスロに Frischを訪問 (7月初めまで）

6/3 ニューヨーク事務所社会科学部門担当副主任が、ポーランド

におけるカレッキの将来が不確かにもかかわらず、高等数

学と経済理論を結合する例外的能力があるとして、 7ヶ月の

fellowship延長を承認。

7/2 fellowshipの6ヶ月延長決定 (716137より 1/5/38まで）。

fellowship延長に関わる Lipinskiからの推服状によりカレッキ

の辞職事件をパリ事務所が知るのは給付延長決定後（カードの

記述順序に不明な点が残るが）。

く計画＞パリ：2ヶ月、イギリス：4ヶ月 (Manchester: 2ヶ月、

London, Oxford, Cambridge : 2ヶ月）

71初 パリ滞在。 9月初めまで。賃金上昇の影孵がケインズ理論と一

致しているかどうかの検証のため。

9/初 マンチェスターに 11月初めまで。特に、所得分配の決定因を

検証するための資料収集。
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1937 11/15 ケンプリッジ滞在。 1/5/38(fellowship最終給付日）まで。

11/19 T. B. Kittredge (社会科学部門の副主任、パリ事務所）がロン

ドンで面談。 fellowship終了後、 Cambridgeが研究員の仕事を

6ヶ月間提供することが判明。これは RobinsonとRobertson

の下で進行中の数多くのやや理論的な研究を補助するもの。

ISBCPに関する確たる情報はないが、 Lipinskiが政府の要請を

受け入れて、 ISBCPの所長を続けるとしても、 BreitとLandau

の再雁用は実現していないし、自分がポーランドで適切の職

を見つけられる可能性はほとんどなく、イギリスかどこかで

permanent positionを見つけなければならないと考えている。

Kittredgeが示すメキシコについては、応募の機会があれば嬉

しいとのことであった。

1938 1/5 Rockefeller fellowship終了

1/1 University of Cambridge Scholarship 6/30まで [CWMKI 

p.507、CWMKVil p.590] 

5/? 'The Determinants of Distribution of the National Income' 送

付される。

10/1 Cambridge Universityの統計助手 0940年2月まで） [CWMK 

II p.522-526、CWMKVII . pp.590-591] 

12/20 カレッキの現住所： 15 King's Parade. Cambridge. England 

1939 夏 Essays in The Theory of Economic Fluctuations 刊行される

1940 2/19 Institute of Statistics. Oxford Univ. 0945年3月半ばまで）

[CWMK VII , p.591] 

1945 3/半ば ILO 1946年12月16日まで [CWMKVII . p.592] 

1946 12/30 UN 1955年1月1日まで [CWMKVll , pp.593-594] 

1950 6/? Assistant director, Department of Economic Affairs, Division 

of Economic Stability and Development, United Nations 

Secretariat 

1955 3/? ポーランドに帰国
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